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○ 介護福祉士に至るまでのキャリアパスの在り方を検討していく上では、多様
な経歴の人々が介護の仕事に参入できるよう間口を維持しつつ、段階的な技能形
成を可能にすることで、量の確保と資質の向上が両立できるようにすることを基
本とする。

○ その上で、以下の点について、どのように考えていくべきか。

① 介護職員が働きながら段階的にステップアップできるような研修受講が可
能となるような研修体系の在り方
（具体例）
ア ６月研修（いわゆる６００時間課程）、介護職員基礎研修、訪問介護員養成研修（ホー
ムヘルパー研修）等の関係の整理
イ 各段階の介護職員の役割、求められる能力、キャリア等の関係の整理

② 介護職員が身近な地域で無理なく効率的に学習できるような仕組みづくり
（具体例）
ア 多様な教育資源を活用した、多様な方法で学習できる方策（学習効果を確保しつつ、
無理のない学習方法の開発）
イ 一定の要件を満たす研修受講歴を読み替える仕組み（「一定の要件」の考え方）

介護福祉士に至るまでのキャリアパスの在り方に関する論点

第６回（10月29日） 今後の介護人材養成の在り方に関する検討会 資料３



○ 介護福祉士の資格取得方法については、その資質向上を図る観点から、平成19年
度に法改正を行い、実務経験ルート（改正前は実務３年＋国家試験）に６月（600時間）
以上の課程を新たに義務付け、平成24年度より施行することとされたところ。

○ しかしながら、これによる資質向上が期待される一方、現在の介護分野においては、
離職率が高く、地域によっては人手不足が生じている等の課題があり、介護人材の量
的な確保に向けた見直しが必要との意見がある。

○ このため、資質向上と量的確保が可能な限り両立されるよう、介護分野の現状に即し
た介護福祉士養成の在り方について検討を行うとともに、介護職員全体のキャリアラ
ダー構築に資するため、介護人材養成の今後の具体像も併せて検討を行うもの。

１．検討の背景

今後の介護人材養成の在り方に関する検討会 中間まとめ概要

～現任介護職員が介護福祉士受験資格を取得するための養成の
在り方等に関する意見の要点と今後の検討の方向性について～

（平成22年８月13日）
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○ 介護職員研修等実施状況調査の結果について

○ 介護福祉士の資格取得方法の見直しに関するご意見募集の結果について

２．検討にあたっての調査の実施等について



【介護福祉士資格取得までの養成の在り方について】

○ 多様な経歴の人々が介護の仕事へ参入できるよう間口を維持しつつ、段階的な技能形成を可
能にすることで、量の確保と資質の向上が両立できるようにすることが必要。

○ 現状での支援策等を前提とする限り、今回の介護職員研修等実施状況調査の結果を踏まえ
ると、600時間課程を平成24年度から予定どおり施行することに対応できない事業者、従事者が
多数である。

○ 実務者が介護福祉士資格取得に至るプロセスの検討にあたっては、600時間課程、介護職員
基礎研修、ホームヘルパー２級研修等との関係を見直し、従事者が働きながら段階的にステップ
アップができる研修受講が可能となるよう、研修体系を再編することが必要。
その際、新しい研修体系の中においても、現行のホームヘルパー２級相当の介護職員の導入
的な研修は維持すべき。

○ その体系の再編にあたっては、各段階の介護職員の役割、求められる能力、キャリア等との
関係を明確にし、段階的な技能形成とキャリアラダーの構築を図ることが必要。

○ 介護福祉士に至るまでの教育の在り方については、600時間程度の研修が必要という意見と、
600時間課程は現実的ではないとする意見があるが、介護福祉士取得段階の到達目標としては、
利用者が望む質の高いサービスが提供できるよう、専門性の向上、根拠に基づく介護の計画的
な実施、医療職等との連携、未経験者等への指導を行うことができることとすべき。

○ さらに、現在、介護職員のたんの吸引等の医療的ケア実施にかかる検討が行われており、こ
のことは介護福祉士の教育内容とも密接にかかわることから、その議論を踏まえつつ、介護福祉
士の実務経験ルートの教育内容の在り方についても見直しを検討すべき。

３．意見の要点と今後の検討の方向性について
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【研修の実施方法について】

○ 実務者が身近な地域で、無理なく、効率的に学習できるよう、多様な教育資源を活用し、多様
な方法で学習できる方策や一定の要件を満たす研修受講歴を読み替える仕組み等を講ずるべ
き。

【研修の受講支援策等について】

○ 利用者に質の高いサービスを提供するために、従事者は自ら資質の向上に努めること、事業
者は従事者の研修機会の提供・確保に努めるとともに、従事者の資質向上に応じた処遇改善に
努めること、養成関係者は多様な学習プログラム・方法の開発に努めることが必要。

○ 国及び地方公共団体は、実務者の学費負担の軽減、事業者の代替職員確保に対する支援策
を講ずる等、介護職員が研修に参加しやすい環境整備に努めるべき。

○ 国は介護職員の資質向上の努力を促進する報酬体系等のあり方について検討すべき。

【施行時期等について】

○ 医療的ケア実施に係る教育内容等の検討、介護福祉士資格取得に至るまでの研修体系の再
編と施行準備に時間を要するため、介護福祉士の実務経験ルートについては見直したうえで、そ
の施行は平成24年度から３年程度延期すべき。なお、実務経験ルートの教育課程の再編にあ
たっては、事業者、従事者が対応できるものとすべき。

○ 養成施設ルートへの国家試験受験義務付けの施行時期についても、併せて見直しを検討す
べき。
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ホームヘルパー２級等就業時

より高い知識・技術
をもつ介護福祉士

介護福祉士実務3年程度

○在宅・施設で働く上で必要となる基本的な知識・技
術を習得し、指示を受けながら、介護業務を実践

従事者が働きながらス
テップアップができるよ
う、研修体系を整理

【求められる介護福祉士像】
１．尊厳を支えるケアの実践
２．現場で必要とされる実践的能力
３．自立支援を重視し、これからの介護ニーズ、政策に
も対応できる

４．施設・地域（在宅）を通じた汎用性ある能力
５．心理的・社会的支援の重視
６．予防からリハビリテーション、看取りまで、利用者の
状態の変化に対応できる

７．多職種協働によるチームケア
８．一人でも基本的な対応ができる
９．「個別ケア」の実践
１０．利用者・家族、チームに対するコミュニケーション
能力や的確な記録・記述力

１１．関連領域の基本的な理解
１２．高い倫理性の保持

さらに一定の
実務経験後

今後の介護人材養成体系のイメージ

（注）働きながらステップアップをしていく場合のイメージである。
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訪問介護員（ホームヘルパー）１級研修課程

区分 科　　目 時間数 備　　考

老人保健福祉に係る制度及びサービスに関する講義 １０時間 演習を行う。

障害者福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講
義

７時間 演習を行う。

社会保障制度に関する講義 ３時間

介護技術に関する講義 ２８時間 事例の検討に関する講義は４時間以上

主任訪問介護員が行う他の保健医療サービス又は福祉サービスを提
供する者との連携等に関する講義

２０時間 事例の検討に関する講義を行う。

医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する講義 １６時間

居宅介護支援に関する演習 ６時間

介護技術に関する演習 ３０時間

処遇が困難な事例に関する演習 ２０時間

福祉用具の操作法に関する演習 ６時間

介護実習 ７６時間

認知症の症状を呈する老人等に対する介護実習、主任訪問介護員
が行う他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連
携等に関する実習、老人デイサービスの業務に関する実習、訪問看
護に関する実習及び地域包括支援センター又は老人介護支援セン
ターの業務に関する実習並びに実習終了後の事例報告の検討を行
う。

福祉事務所、保健所等の老人保健福祉に係る公的機関の見学 ８時間

２３０時間

講
義

合　　　　計

演
習

実
習

6
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訪問介護員（ホームヘルパー）２級研修課程

区分 科　　目 時間数 備　　考

社会福祉の基本的な理念及び福祉サービスを提供する際の基本的な
考え方に関する講義

６時間

老人保健福祉及び障害者福祉に係る制度及びサービス並びに社会保
障制度に関する講義

６時間

訪問介護に関する講義 ５時間 訪問介護員の職業倫理に関する講義は２時間以上

老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義 １４時間

介護技術に関する講義 １１時間 事例の検討に関する講義は４時間以上

家事援助の方法に関する講義 ４時間

相談援助に関する講義 ４時間

医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する講義 ８時間

福祉サービスを提供する際の基本的な態度に関する演習 ４時間

介護技術に関する演習 ３０時間

訪問介護計画の作成等に関する演習 ５時間

レクリエーションに関する演習 ３時間

介護実習 ２４時間
特別養護老人ホーム等における介護実習及び訪問介護に関する実
習を行う。

老人デイサービスセンター等のサービス提供現場の見学 ６時間

１３０時間

講
義

合　　　　計

演
習

実
習
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※講義（５８時間）のうち５２時間までは通信により受講可能



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護職員基礎研修の概要 

研修の目的・概要 

○ 目的 

  介護職員基礎研修は、介護職員として介護サービスに従事し

ようとする者を対象とした基礎的な職業教育として、対人理解

や対人援助の基本的な視点と理念、専門的な職業人として職務

にあたる上での基本姿勢、基礎的な知識・技術等を修得させる

とともに、介護職員については将来的には、任用資格は介護福

祉士を基本とすべきであることを踏まえて、より専門的な知

識・技術を修得するための機会とすることを目的とする。 

○ 実施主体 

介護職員基礎研修の実施主体は、都道府県知事又は都道府県

知事の指定した者とする。 

 

○ 対象者 

  介護福祉士資格を所持しない者で、今後介護職員として従事

しようとする者若しくは現任の介護職員とする。 

○ 研修科目及び研修時間数等 

別表の通り 

○ その他 

・ 平成１８年度に創設 

・ 訪問介護員養成研修修了者については、受講科目を一部免

除。 

・ 各科目ごとに研修機関が修得度を評価。 

・ 研修事業者が教育体制（講師、設備等）等の情報項目を開

示。 

・ 認知症高齢者へのケアや医療・看護との連携等に関する内

容を充実。 

・ 講義と演習を一体的に実施。 
※ 指定研修事業者数 ２８４事業者（平成２１年１０月１日現在） 
    研修修了者数 ６，４５３人（平成２１年３月３１日現在） 
      従事者数 ２，３１７人（平成１９年１０月１日現在） 

基礎理解とその展開（360時間）

－講義・演習を一体的に実施－

１．生活支援の理念と介護
における尊厳の理解(30H)

２．老人、障害者等が活用
する制度及びサービスの理
解(30H)

３．老人、障害者等の疾病、
障害等に関する理解(30H)

４．認知症の理解(30H)

５．介護におけるｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝと介護技術(90H)

６．生活支援と家事援助技
術(30H)

７．医療及び看護を提供す
る者との連携(30H)

８．介護における社会福祉
援助技術(30H)

９．生活支援のためのアセ
スメントと計画(30H)

10．介護職員の倫理と職務
(30H)

実習（140時間）

別表

＋

＜５００時間＞

※165時間／360時間は通信課
程により実施可能
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訪問介護員養成研修課程修了者が介護職員基礎研修の通信課程を受講する場合のカリキュラム

１．生活支援の理念と介護における尊厳の理解

８．介護における社会福祉援助技術

４．認知症の理解

５．介護におけるコミュニケーションと介護技術

１．生活支援の理念と介護における尊厳の理解

８．介護における社会福祉援助技術

７．医療及び看護を提供する者との連携

４．認知症の理解

５．介護におけるコミュニケーションと介護技術

科 目

15時間

９．生活支援のためのアセスメントと計画

30時間

通信時間 総時間

15時間 30時間

15時間

30時間10時間

30時間

15時間

15時間

30時間

30時間

90時間

30時間

１ 実務経験が１年以上の訪問介護員養成研修２級課程修了者

９．生活支援のためのアセスメントと計画 15時間 30時間

２ 実務経験１年未満の訪問介護員養成研修２級課程修了者

７．医療及び看護を提供する者との連携 15時間 30時間

15時間 30時間

合 計 70時間 150時間

合 計 90時間 210時間
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１．生活支援の理念と介護における尊厳の理解

８．介護における社会福祉援助技術

７．医療及び看護を提供する者との連携

２．老人、障害者等が活用する制度及びサービスの理解

３．老人、障害者等の疾病、障害等に対する理解

４．認知症の理解

５．介護におけるコミュニケーションと介護技術

科 目

15時間

９．生活支援のためのアセスメントと計画

30時間

通信時間 総時間

15時間 30時間

15時間

15時間

10時間

30時間

30時間

30時間

３ 実務経験１年以上の訪問介護員養成研修１級課程修了者

４．「その他の者」（実務経験１年以上）

７．医療及び看護を提供する者との連携 15時間 30時間

15時間 30時間

１．生活支援の理念と介護における尊厳の理解 15時間 30時間

15時間 30時間

６．生活支援と家事援助技術

８．介護における社会福祉援助技術

１０．介護職員の倫理と職務

15時間 30時間

15時間 30時間

15時間 30時間

合 計 30時間 60時間

合 計 145時間 300時間
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基礎理解とその展開（360時間）
－講義・演習を一体的に実施－

実習（140時間）

訪問介護員養成研修２級課程（１３０時間）と介護職員基礎研修（５００時間）のカリキュラム比較

＋

１．生活支援の理念と介護における尊厳
の理解(30H)

２．老人、障害者等が活用する制度及び
サービスの理解(30H)

３．老人、障害者等の疾病、障害等に
関する理解(30H)

４．認知症の理解(30H)

６．生活支援と家事援助技術(30H)

７．医療及び看護を提供する者との連携
(30H)

８ ．介護における社会福祉援助技術
(30H)

５．介護におけるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと介護技術
(90H)

９．生活支援のためのアセスメントと計
画(30H)

10．介護職員の倫理と職務(30H)

老人デイサービスセンター等のサービス提供現場の
見学（６Ｈ）

介護実習（注）（２４Ｈ）

３．実習（３０Ｈ）

レクリエーションに関する演習（３Ｈ）

訪問介護計画の作成等に関する演習（５Ｈ）

介護技術に関する演習（３０Ｈ）

福祉サービスを提供する際の基本的な態度に
関する演習（４Ｈ）

２．演習（４２Ｈ）

医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する
講義（８Ｈ）

相談援助に関する講義（４Ｈ）

家事援助の方法に関する講義（４Ｈ）

介護技術に関する講義（１１Ｈ）

老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義
（１４Ｈ）

訪問介護に関する講義（５Ｈ）

老人保健福祉及び障害者福祉に係る制度及びサービ
ス並びに社会保障制度に関する講義（６Ｈ）

社会福祉の基本的な理念及び福祉サービスを
提供する際の基本的な考え方に関する講義（６Ｈ）

１．講義（５８Ｈ）

２
級
課
程
（
１
３
０
時
間
）

介
護
職
員
基
礎
研
修
課
程
（
５
０
０
時
間
）

実務１年以上の２級課程修了者は、 部分の
合計１５０時間で修了

介護職員基礎研修は、ヘルパー２級研修のカリキュラムと比較して、認知症の理解や医療・看護の連携といった科目を創設し、
介護技術に関する科目について大幅に時間数を伸ばしている。
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① 介護福祉士の業務：「入浴、排せつ、食事その他の
介護」から「心身の状況に応じた介護」に改正する。

② 社会福祉士の業務：福祉サービスを提供する者又
は医師等の保健医療サービスを提供する者その他の
関係者との連絡・調整を明確化する。

【介護福祉士】

① 「養成施設」卒業者は、資格を取得するためには、
新たに国家試験を受験する仕組みとする。

② 「福祉系高校」について、教科目・時間数だけでなく
新たに教員要件、教科目の内容等にも基準を課すと
ともに、文部科学大臣・厚生労働大臣の指導監督に
服する仕組みとする。

③ 「実務経験」（３年以上）に加え、新たに６月以上の養
成課程（通信等）を経た上で国家試験を受験する仕組
みとする。

３ 資格取得方法の見直し

【社会福祉士】
④ 「行政職」経験に加え、新たに６月以上の養成課程
を経た上で国家試験を受験する仕組みとする。

① 社会福祉主事養成課程を修了後、２年以上の実務
経験を有し６月以上の養成課程を経たものに、新たに
国家試験の受験資格を付与する。

② 身体障害者福祉司、知的障害者福祉司等の任用資
格として、社会福祉士を位置付ける。

４ 社会福祉士の任用・活用の促進

① 個人の尊厳を保持し、その有する能力・適性に応じ自
立した日常生活を営むことができるよう、常にその者の
立場に立って、誠実に業務を行わなければならない。

② 介護福祉士は認知症等の心身の状況等に応じ、社会
福祉士は地域に即した創意と工夫を行い、業務を行わ
なければならない。

③ サービスが総合的かつ適切に提供されるよう、福祉
サービス提供者、医師等の保健医療サービス提供者そ
の他の関係者との連携を保たなければならない。

④ 資格取得後も、社会福祉・介護を取り巻く環境の変化
に適応するため、知識・技能の向上に努めなければなら
ない。

２ 義務規定の見直し

施行期日

１ 定義規定の見直し

公布日：定義規定・義務規定の見直し、社会福祉士の任用資格としての位置付けの拡大（１、２及び４②）
平成２１年４月１日：介護福祉士の教育内容の充実、社会福祉士の資格取得方法の見直し（３②・④及び４①）
平成２４年４月１日：介護福祉士の資格取得方法の見直し

（３①・③） ＊平成２５年１月試験から実施

社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律の概要
（平成19年12月５日公布）
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平成１９年の「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部改正により、すべての者
は一定の教育プロセスを経た後に国家試験を受験するという形で、資格取得方
法の一元化が図られたところ。

養成施設２年以上

（1,650時間）

国 家 試 験

福祉系高校

（1,190時間）

実務経験

３年以上

国家試験なし

養成施設ルート

養成施設２年以上

（1,800時間程度）

福祉系高校

（1,800時間程度）

実務経験

３年以上

養成施設６月以上

（600時間程度）

改
正
前

改
正
後

＋

実務経験ルート福祉系高校ルート

国 家 試 験

【参考】現行の資格取得者数等の状況

＊平成２１年度の国家試験の状況

・受験者数 約１５．４万人

・合格者数 約 ７．７万人

（合格率約50．2％）

介護福祉士の資格取得方法の見直し

【平成24年度施行】【平成24年度施行】

【平成21年度施行】

平成21年度資格取得者 これまでの資格取得者数の累計

養成施設ルート 約1.1万人（約13.9％） 約26.5万人（約32.2％）

福祉系高校ルート 約0.5万人（約6.3％）
約55.7万人（約67.8％）

実務経験ルート 約6.3万人（約79.8％）

合計 約7.9万人 約82.2万人
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